












は高い、Ｃ）輸出意欲は高いがポテンシャルは高いとは言えない、Ｄ）輸出意欲、ポ

テンシャルとも高いとは言えない、の４つのカテゴリーに分類する。Ａ）に属する企

業に対しては商談機会の提供を継続











実現に向けた可能性の高さなどを踏まえる。 

 

ロ．事業成果や対象国の技術レベルの向上度合い等を評価するための関係企業・団体と

の意見交換の枠組みを整備した上で、プログとの意�

















方策の一つとして、最新の日本経済事情等を紹介するセミナーを開催し、日本の実情

に対する正しい理解と対日ビジネスへの関心を促す。 

 

４）本部からの情報発信は、英文ウェブサイトをその中心と位置付け、分かりやすさ・効

率性・質的な充実を目指したコンテンツとデザインを作成するとともに、体制面での

強化を検討する。 

 

５）本部において、在日外国プレス懇談会の開催や取材協力を引き続き実施するとともに、

同プレスに対する情報発信を強化し、日本の活力ある面をアピールする。併せて、機

構の活動を紹介するため、在日外国大使館、外国プレス、 

同r 、すガ雒廠アぷ 牓 駁ウ５勝同r蓉 瑍 き





査、資料、ウェブサイトなどのツールを効果的に活用したタイムリーな情報提供を行

う。 

 

４）また、アジア、









・国際環環ベジームと発展途上国〈基礎理論〉 

 

５）受託研究 

政府各機関、援助関連機関、５）翰

氈













○ 予算（平成１７年度） 



○収支計画（平成17年度）



○資金計画（平成17年度）
（単位：百万円）

区　分 金　額

資金支出 99,286

　　業務活動による支出 41,830
　　　　貿易･投資振興業務費 25,277
　　　　開発途上国経済研究活動業務費 4,247
　　　　受託業務費 10,004
　　　　その他の支出 2,302

　　投資活動による支出 112
　　　　有形固定資産女おによる支出 112


	業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置
	業務運営の効率化
	事業実施における費用対効果の向上
	実施事業の重点化に努めるとともに、目標管理制度の活用、マニュアルの活用を進める。自己収入の拡大に引き続き積極的に取り組む

	情報化
	１）ウェブサイト等既存システムの安定的運用と利便性の向上
	ウェブサイトを安定的に運用していくとともに、利用者にとってよりわかりやすく使いやすくなるよう、海外事務所ウェブサイトを含
	２）お客さまニーズに応えるレポートの充実
	相談等の多い産業分野や地域のレポートを優先して、ウェブサイトのコンテンツを充実させていく。

	３）ＩＴを利用した組織内のコミュニケーションの促進と顧客管理の充実
	ナレッジマネジメントを継続して運営するほか、顧客情報の管理については、安全性、効率性を高める。




	国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置
	貿易投資取引の機会提供に向けた活動
	対日直接投資の促進
	基本方針
	２．活動方針

	１）案件発掘体制の充実
	対日投資促進事業を重点的に実施する機構の海外事務所を中心に、資源を効率的に配分し、海外での案件発掘体制の充実を図る。具体

	２）誘致支援のための国内体制の強化
	対日投資・ビジネスサポートセンター（ＩＢＳＣ）において、対日投資支援ノウハウの更なる充実と立ち上げ支援企業とのネットワー

	３）広報活動の強化
	海外の案件発掘に繋がる効果的な広報を実施するため、北米、欧州を中心として、各地域の対日投資広報計画に沿った戦略的な広報活

	４）案件発掘、誘致戦略立案、情報提供に資する調査の充実
	海外での効果的な案件発掘活動を展開するため、テーラーメード調査、対日進出プラン提案型調査、既進出企業の事例蓄積を行う。ま

	５）地域における外資系企業誘致支援の強化
	大阪本部・各貿易情報センター、地方に設置したＩＢＳＣを通じて、地方自治体と連携し、我が国地域への企業誘致を積極的に展開す

	６）投資環境の改善に向けての提言及び働きかけ
	立ち上げ支援企業、ＩＢＳＣ支援企業が日本拠点設立に際して、直面する制度上の問題点を把握し、それをもとに、政府対日投資会議


	中小企業等の輸出支援
	基本方針
	１）我が国産業界・企業の輸出意欲（「やる気」）の高い分野や、輸出競争力（「ポテンシャル」）があると見込まれるもののこれま
	２）このため、産業分野別の案件発掘専門家を新規にリテインし、日本各地の産業クラスター計画参画企業をはじめとする輸出有望企
	３）効果的、効率的に事業を展開するため、具体的には、中小企業等を、輸出に関してＡ）輸出意欲もポテンシャルも高い、Ｂ）輸出
	４）個別の中小企業等の輸出競争力を強化する上で、自社ブランドでは国際競争力は確立していないが、技術力、デザイン力等を有す
	５）また、地域特性を活かした日本商品の海外市場におけるブランド確立を目的に、中小企業庁「ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業」
	活動方針��重点産業分野としては、２００４年度に引き続き、以下の６分野を取り上げる。


	対日アクセスの円滑化
	１．基本方針
	１）我が国産業の活性化や国際競争力の強化、地域経済の活性化、国民生活の向上等に資するため、ＩＴ、環境、医療・福祉、バイオ
	２）対日アクセスの拡大が対日直接投資の促進に資するとの考えのもと、対日投資促進事業との有機的連携を図る。
	３）我が国製造業及び進出日系企業の部品・部材調達の円滑化に向け、逆見本市を含む、各種支援事業を中国において展開していく。
	４）我が国企業による海外の優秀な人材・頭脳の受入れを支援すべく、「ビジネス日本語能力テスト」及び「国際インターンシップ支
	５）開発途上国等の産業構造の高度化を図り、我が国企業・進出日系企業の取引相手先の選択肢を拡大するため、開発途上国等の輸出
	２．活動方針

	１）重点分野への取り組み
	ＩＴ、環境、医療・福祉、バイオなどの分野を中心に、高い技術力を持ちながら我が国に知られていない企業とのビジネスマッチング

	２）我が国製造業及び進出日系製造業の部品・部材の最適調達と東アジア経済連携
	部品・部材の調達を目的に海外において逆見本市等（日本国内における調達のための展示商談会を含む）を開催するとともに、対日ア

	３）輸入住宅関連
	東京および大阪の「輸入住宅部材センター」および、名古屋・広島の「輸入住宅展示場」は、２００５年度をもって廃止する。�（具

	４）欧米等からの自動車・部品
	大阪・名古屋の「輸入車ショールーム」は２００５年度をもって廃止する。�（具体的プログラム）�・欧米等自動車・部品普及促進

	５）個別案件対応
	重点分野を中心とした個別の対日アクセス案件に対しては、個別案件の紹介に加え、引き合い情報、案件ごとの顧客・パートナー候補

	６）海外からの人材・頭脳の受入れ
	外国人の日本語によるビジネスコミュニケーション能力（日本語で商談等を円滑に行える能力）を客観的に評価する「ビジネス日本語

	７）開発途上国等の産業育成支援
	イ．案件選定及び目標の設定にあたっては、相手国政府における重要度、現地側の自助努力、支援体制の構築度合い及び我が国企業・
	ロ．事業成果や対象国の技術レベルの向上度合い等を評価するための関係企業・団体との意見交換の枠組みを整備した上で、プログラ
	ハ．また、プログラムを地域横断的な内容に編成することで、事業実施の効率化を推進する。
	ニ．国際協力機構 (ＪＩＣＡ)や海外貿易開発協会（ＪＯＤＣ）、海外技術者研修協会（ＡＯＴＳ）などの我が国関連他機関と連携

	地域の国際化による地域経済活性化の支援
	１．基本方針
	２．活動方針

	１）目標を事前に設定するとともに、受益者負担を求めつつ、外国企業や産地に関する調査、ミッション派遣・受入れ、商談会・シン
	２）２００４年度以前から継続して実施している案件については、それまでの業績評価を踏まえて、実施する。
	３）国内外の産業集積（産業クラスター計画も含む）に着目し次の６つの観点から、交流目的や具体的な交流計画が明確で、対象地域
	４）機構の「中小企業等の輸出支援」事業と同様に以下の６分野を重点分野とする。①環境・医療・福祉、②機械・部品、③ＩＴ・コ
	５）地域経済活性化の見込める経済交流地域・対象を国内外ニーズより発掘するとともに、成果達成のために専門家・専門機関等の知


	貿易投資円滑化のための基盤的活動
	海外経済情報の収集・調査・提供
	１．基本方針
	２．活動方針

	１）知的財産権については、東アジア諸国を中心に制度の整備・運用状況や模倣品・海賊版への対応策を調査する。また、その結果を
	２）顧客が求める情報（ニーズ）に応じた調査を行うため、ＴＩＣ(Trade Information Card)（貿易投資相
	３）ＦＴＡ／ＥＰＡ関連については、①政府ベースの円滑なＦＴＡ／ＥＰＡ交渉に寄与することをねらいとして、我が国企業及び進出
	４）複数の海外事務所が連携・分担して統一のテーマについて行う調査については、「ＦＴＡ／ＥＰＡ関連」、「輸出支援関連」、「
	５）企業の海外事業展開戦略策定の参考とするため、「進出日系企業実態調査」を引き続き実施する。実施にあたっては、情報の精度
	６）諸外国での事業活動に要する基本的なコスト比較を行う「投資関連コスト比較調査」を引き続き実施する。
	７）アジア諸国の進出日系企業の景況感を短期的に把握するため、「アジアクイックＤＩ調査」を効率化して実施する。
	８）諸外国との産業・技術交流を円滑に進めるための参考として、各国における技術動向や産業技術政策に関する情報を引き続き収集
	９）上記の他、地域横断的な産業調査、ＷＴＯ加盟主要国の通商政策・対日政策に関する情報収集、各国の安全保障貿易規制制度調査
	１．基本方針
	２．活動方針


	１）ウェブサイトで、「ジェトロ海外情報ファイル」（「貿易投資相談Ｑ＆Ａ」を含む）、「ＴＴＰＰ(Trade Tie-up 
	２）出版物として、「ジェトロセンサー」、「ジェトロ貿易投資白書」、「アグロトレード・ハンドブック」、「Ｆｏｏｄ　＆　Ａｇ
	３）テレビ及びインターネットで提供する映像メディアによる情報提供については、他の情報媒体との連携や、各種事業の広報・成果
	４）セミナー・シンポジウムは、海外情報を収集・調査した結果の普及を目的とし、大阪本部・貿易情報センター等と協力しつつ実施
	基本方針

	１）貿易・投資相談業務と専門図書館の運営を通じて、国際ビジネス展開に役立つ情報の提供を中心に我が国企業の個別ビジネスを支
	２）「お客様第一主義」と「受益者負担」の双方を徹底し、ビジネスサポートサービス等の各種メニューに対してお客様が満足してご
	３）貿易・投資相談の質的向上のため、職員等の知見の向上を図るべく各種研修等を実施するほか、貿易情報センター等への情報提供
	活動方針

	１）貿易・投資相談業務については、関税率や企業の照会といった一般的な貿易相談に加え、特に輸出市場として我が国中小企業が強
	２）ビジネスサポートサービスの一層の普及を図り、顧客のニーズを的確に把握し、海外事務所ブリーフィングの提供、ビジネス・ア
	３）海外アドバイザーの相談案件の継続入力や登録データ検索方法の研修実施など、ＴＩＣを充実させることにより、情報共有化、貿
	４）ビジネスライブラリーは、我が国企業と機構が接するフロントラインおよび組織内の情報インフラとして、利用者ニーズを反映し
	５）「ＦＡＺ支援センター」はＦＡＺ法の趣旨に則り、地域における対日アクセス・対日投資促進に取り組んでいくが、特に現下の政
	６）長期専門家については、対日アクセス案件および対日投資案件を発掘する。また、必要に応じて貿易・投資相談に応じていく。な
	７）会員事業は、引き続き新規会員の獲得に組織をあげて取り組む。メンバーに対する「情報提供」から「ビジネス支援」に主眼を置
	８）貿易に関する高度な知識・ノウハウ・経験を有する人材を認定する「貿易アドバイザー認定試験」を実施する。さらなる受験者層
	９）「貿易実務オンライン講座」については従来の「基礎編」に加え、貿易実務の中級者向けのより高度な知識、ノウハウを学習させ
	１０）見本市・展示会産業においては、経営者、実務担当者、経済波及効果の研究者など多方面にわたる人材育成が喫緊かつ重要な課

	海外への情報発信
	１．基本方針
	２．活動方針

	１）情報発信の具体的な内容は以下の６つのテーマを中心とする。
	２）機構の海外事務所においては、機構の職員\(駐在員\)自らが情報発信の内容とターゲット（嬟
	３）海外主要国(都市)においては、我が国経済への関心を高める海外情報発信を強化する方策の一つとして、最新の日本経済事情等
	４）本部からの情報発信は、英文ウェブサイトをその中心と位置付け、分かりやすさ・効率性・質的な充実を目指したコンテンツとデ
	５）本部において、在日外国プレス懇談会の開催や取材協力を引き続き実施するとともに、同プレスに対する情報発信を強化し、日本
	６）さらに海外で開催される主要な見本市に参加・出展する海外ビジネスパーソンに対する情報発信のため、機構による「ジェトロブ
	７）グローバルな経済関連国際会議や有効な二国間会合への参加を通じて、情報発信する。
	８）海外からの有力者招へいや海外におけるオピニオンリーダーおよびビジネス・リーダーとの交流を深め、人的ネットワークの維持
	９）２００５年に開催される「愛・地球博」の開催に関わる支援を行う。

	我が国企業に対する海外の事業活動円滑化支援
	１．基本方針
	１）東アジア経済圏等ボーダーレスな市場形成が進む中で、我が国中小企業等の海外展開は従来以上に加速している。本事業では、企
	２）中国の市場開放や経済発展と、日本企業のグローバルな展開の必要性増大に伴い、日本企業の対中直接投資は件数・金額の増加と
	３）ＦＴＡの進展などを背景に、海外進出日系企業の情報ニーズは、進出先の法務・労務・税務等の制度情報のみならず、進出先以外
	４）経済連携に向けた世界的な動きが活発化する中、我が国とアジア諸国が共に持続的な成長を遂げるためには、各国相互の利益とな
	２．活動方針

	１）中国５拠点（香港を除く）において、日本企業の多様な相談、照会に対応するための「日系企業支援センター」の機能を設置し、
	２）アセアン３箇所の海外ビジネス・サポートセンター（海外ＢＳＣ）においては、アドバイザー、外部専門家リテイン事業を活用し
	３）上記１）２）以外の機構の海外事務所においては、我が国企業の海外での円滑な事業展開に資することを目指して、海外投資アド
	４）また、アジア、中南米を中心に、海外の日本商工会、もしくはそれに相当する団体と協力し、現地投資環境改善に資する活動を行
	５）日系企業の情報ニーズは多様化しており、特にＦＴＡの進展などを背景に、在北米企業に対する中南米情報、在アセアン企業に対
	６）日本国内においては、中堅・中小企業をはじめとする企業の東アジア等の投資環境に対する情報ニーズに対応するため、機構主催
	７）アジア地域の環境・エネルギー分野において、政策対話を通じ、同分野の共通認識を醸成する。その上で、各国の実情に応じた制
	８）事業実施段階において機構の協力が実際の制度・運用等の改善・整備につながるよう、進出日系企業等との意見交換の枠組みを整
	９）国際協力機構（ＪＩＣＡ）や海外貿易開発協会（ＪＯＤＣ）、海外技術者研修協会（ＡＯＴＳ）などの我が国関連他機関と連携し


	開発途上国経済研究活動
	開発途上国に関する調査研究
	基本方針
	２．活動方針

	１）重点研究
	２）プロジェクト研究
	アジア諸国の政治・経済状況を把握するために、アジアの動向分析を実施する。また、アジア諸国や開発途上国・地域の経済状況を定

	３）機動研究
	国民の関心の高い課題、緊急発生的な問題に随時対応し機動的に調査・研究を実施するとともに、その成果を迅速かつ的確に、多様な
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